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1．は じ め に
　韓国の民法典は，1958年 ₂ 月22日に制定され，1960年 ₁ 月 ₁ 日から施行
された。その後，幾度か改正がなされているが，財産法部分は，さほど改
正がなされていないまま今日に至っている。1999年 ₂ 月，法務部傘下，民
法改正特別分科委員会 ( 以下「委員会」とする ) が組織され，2004年，民
法改正案が設けられたが，この改正案は，国会においてきちんとした審議
がなされずに，廃棄されてしまった。その後，2009年 ₂ 月に上記の委員会
が，再び組織され，2014年 ₂ 月までに新たな改正案を設けたのである。
　本稿においては，2014年に確定された贈与契約に関する民法改正案を紹
介し，これに対する私見を簡単に述べることとする。
2．2014年民法改正案の紹介
⑴　民法第556条の改正
　改正案は，贈与を解除することができる事由として，忘恩行為の範囲を
拡大した。また，忘恩行為がある場合に，既に履行した部分の返還請求に
ついても，現行の第558条を削除し，第556条を修正することにより，返還
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現行法 改正案
第556条（受贈者の行為及び贈与の
解除）
①　受贈者が贈与者に対し次の各号
に掲げる事由があるときは，贈与者
は，その贈与を解除することができ
る。
1 　贈与者またはその配偶者もしく
は直系血族に対し，犯罪行為をした
とき
2 　贈与者に対する扶養義務がある
場合に，その義務を履行しないとき
②　前項の解除権は，その原因があ
ることを知った時から 6箇月を経過
し，あるいは贈与者が，受贈者に対
し，宥恕の意思表示をしたときは消
滅する。
第556条（受贈者の行為及び贈与の
解除）
①　受贈者に次の各号の事由がある
ときは，贈与者は，その贈与を解除
することができる。
1　贈与者またはその配偶者もしく
は直系血族に対し，犯罪行為，虐待，
その他著しい不当な待遇をしたとき
2　贈与者に対する扶養義務がある
場合に，その義務を履行しないとき
②　第 1項の規定により贈与が解除
された場合には，受贈者は，解除日
までに受け取った果実または利益を
返還する義務を負わない。贈与した
金銭を返還すべき場合に，解除日ま
での利息も同様である。
③　第 1項の解除権は，解除権者が
解除の原因があることを知った時か
ら 1年を経過し，あるいは贈与者が，
受贈者に対し，宥恕の意思表示をし
たときは消滅する。
④　第 1項の受贈者の行為により贈
与者が死亡したときは，贈与者の相
続人は，これを知った時から 1年以
内に贈与を解除することができる。
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請求を可能にしたのである。しかし，改正案は，受贈者の返還範囲につい
ては，現存利益に限定している立法例（ドイツ，スイス，オーストリア）
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もあるが，受贈者の忘恩行為により解除権が行使された以上，受贈者の信
頼を厚く保護する必要はないという理由で，このような見解は受け入れな
かった。このことにより，受贈者の返還範囲は，不当利得返還に関する一
般規定によって決定されるようになったのである。忘恩行為以後生じた利
得の減少分については，受贈者は，悪意の不当利得返還義務者として，現
存利益の抗弁をすることができないであろう。
　他方，改正案は，受贈者が解除の前に受け取った果実や利益は，受贈者
が保持できることにした。契約解除時，返還範囲に関する一般規定により
果実や利益も，すべて返還すべきことにすると，贈与後，解除時まで，既
に長期間が経過したときには，受贈者にとって酷であるからである。これ
に対しては，解除原因が発生した時点後に生じた果実や利益は，受贈者が
返還するようにしたほうが妥当であるという批判がある。この批判は，忘
恩行為をした受贈者を，敢えて厚く保護する必要はないことに鑑みると，
首肯できると思われる。
　改正案は，解除権の行使期間を ₁年に延長した。これは， ₆箇月という
のは，社会通念上，短すぎるという批判に配慮したものである。この期間
に関し，憲法裁判所 ( 憲法裁判所2009.10.29. 宣告2007ホンバ135決定 ) は，
上記 ₆箇月期間規定に関連し，起算点が不合理的に策定されたものでもな
く，他の除斥期間と比し，権利行使期間が短すぎると見ることもできず，
贈与者と受贈者との間の信頼関係に基づく贈与契約の特性と，これによる
法律関係の早速の安定の必要性に鑑みると，「合憲」であると判断した。
　また，改正案は，贈与者の解除権は，一身専属権であるという前提の下
に，忘恩行為によって贈与者が死亡した場合には，贈与者が解除権を行使
できるわけがなく，したがって，この場合に限り，贈与者の相続人に，固
有の解除権を認めているのである。
⑵　民法第557条の改正
　改正案は，贈与者の財産状態の変更を理由に，贈与を解除する場合に，
受贈者の返還範囲に関する規定を，別途，設けている。一般規定による
現行法 改正案
第557条（贈与者の財産状態の変更
及び贈与の解除）
贈与契約後に，贈与者の財産状態に
著しい変更が生じ，その履行により，
生計に重大な影響を及ぼす場合には，
贈与者は，その贈与を解除すること
ができる。
第557条（贈与者の財産状態の変更
及び贈与の解除）
①　贈与契約後に，贈与者の財産状
態に著しい変更が生じ，その履行に
より，生計に重大な影響を及ぼす場
合には，贈与者は，その贈与を解除
することができる。
②　第 1項の規定により贈与が解除
されたときは，受贈者は，現に利益
を受けている限度において，贈与者
の生計に必要な金額を償還する責任
を負う。但し，これによって受贈者
の生計に重大な影響を及ぼす場合に
は，この限りではない。
③　受贈者が数人ある場合において，
先に贈与を受けた者は，後に贈与を
受けた者が責任を履行しても，贈与
者がなお生計を維持することができ
ない限度において，責任を負う。
④　第 1項の解除権は，解除権者が
解除の原因があることを知った時か
ら 1年を経過し，あるいは，贈与が
あった時から 5年を経過したときは，
消滅する。
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と，帰責事由のない受贈者も，贈与者の困窮な状況を知った時点からは，
悪意の不当利得返還義務者になりうるが，これは，妥当ではない。したが
現行法 改正案
第558条（解除及び履行完了部分）
前 3条の規定による契約の解除は，
既に履行の終わった部分については，
影響を及ぼさない。
削除
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って，改正案のように，受贈者の信頼保護を考慮し，その返還範囲を，で
きるだけ縮小する条文を別途，設けるのが妥当である。しかも，改正案
は，受贈者の生計に重大な影響を及ぼす場合には，受贈者の返還義務を免
除している。
　贈与者も受贈者も，共に困窮な状況に置かれてあるとすれば，贈与が既
に履行された現況を尊重して，受贈者の信頼を保護したほうがより良いと
しているのである。また，改正案は，ドイツ民法のように，贈与者が，自
らの故意・重過失により，自己の財産状態を悪化させたとき，その解除を
排除する条項を設けていなかった。
　なお，改正案は，先に贈与を受けた者の信頼を，後で贈与を受けた者よ
り厚く保護している。このような価値判断は， ₁人が複数の目的物を，時
間差を置いて，贈与を受けた場合にも，同様に適用することが妥当であろ
う（解釈論）。
⑶　民法第558条の削除
　従来，民法第558条に関しては，学説上，多くの疑問が呈されてきた。
憲法裁判所（憲法裁判所2009.10.29. 宣告2007ホンバ135決定）は，忘恩行
為を理由とする贈与契約の解除の内容及び効力については，広く立法形成
の自由が認められることを前提に，民法第558条は，贈与契約の無償，片
務契約としての特性，受贈者の扶養義務不履行に対しては，別途，履行請
求をすることができることなどを考慮し，既に，履行の終わった部分は，
贈与者の贈与の意思が明白であるから，贈与者と受贈者との法律関係を早
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急に安定させ，贈与者の一方的な意思により，法律関係が不安定になるこ
とを防ぐための規定であって，合憲であると判断した。
　これに対し，改正案は，老齢人口の増加と，直系卑属による忘恩行為の
増加という社会的現実を考慮し，法律関係の安定より，贈与者の意思の尊
重といった決断を下したのである。
3．改正案に対する感想
　上記のような内容の民法改正は，いわゆる「親不孝者防止法」という名
の下に，社会的な話題になっている。贈与は，贈与者の一方的な犠牲とい
うより，「互恵性」を前提にするものである。忘恩行為は，このような互
恵性の原理に反するものであるから，それに相応しい制裁を科するのが妥
当であろう。筆者は，このような理由で，改正案に賛成するのである。
　法によって道徳を強制することはできない。だからといって，法が，不
正を目の前にして，漫然に目を閉じることは望ましいものではない。親が
子供に財産を贈与しながら，周到綿密に，負担付贈与契約を締結すること
が期待し難い状況の中で，法は，贈与契約当事者らの仮定的意思（特に，
贈与者の仮定的意思）を尊重する必要があろう。このような条項を設ける
ことが，贈与者に，贈与するインセンティブを与え，社会的に，贈与を促
進することができると思う。改正案が，迅速に，国会において通過するこ
とを期待する次第である。
